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Ａ．研究目的 

高次脳機能障害者が、ライフステージに応

じて社会参加の目標をもち、医療・福祉サー

ビスの利用により社会参加できる社会の仕

組みを作ることを目的とする。 

高次脳機能障害者の就労についてこれま

での支援事業では一般就労に重点を置いて

きたので、本研究では支援拠点機関の相談者

の半数以上を占める福祉就労レベルの当該

障害者の福祉サービス利用を促進すること

により、サービス利用層の一層の拡充を図る。

中でも就労継続支援施設等での受け入れに

必要な緒条件を明らかにし、家庭以外での居

場所の充実を図る。 

一方、学童期から大学生までの就学につい

ては、支援対象者が全国で約 7,000 名程度い

研究要旨 

高次脳機能障害支援拠点機関は全国で 100 か所となり、297 名の支援コーディネーターが

相談に対応した。支援拠点機関における相談支援件数（のべ件数）は、76,777 件（前年比

4,766 件増）であった。また全都道府県において、普及啓発のためのパンフレットあるいは

リーフレット等が作成され、ウェブサイトが開設された。自治体における高次脳機能障害

相談支援体制連携調整委員会については、42 都道府県に設置され、概ね年に 1～2回開催し

ていた。全国の支援拠点機関の活動はこれまでの中で最も活発であり、高次脳機能障害支

援普及事業は当該年度の目標を達成した。 

一般就労が困難な高次脳機能障害者の日中活動及び福祉就労を支援するために、引き続

き受け入れ施設の職員への理解を深める必要がある。 



ると推計され、保護者からの施策に対する要

望は強く、小・中学生まで含めた就学体制の

構築の基礎研究を実施する。特に学童期の障

害児まで視野に入れ、支援拠点機関窓口での

相談から特別支援学級・学校の受け入れまで

の道筋を地域ごとに明確にし、教育関係者へ

の当該障害者（児）への教育面での配慮を促

進する。 

加えて、失語症者と高次脳機能障害者の施設

共同利用、介護保険関連施設での老齢高次脳機

能障害への理解の促進を並行して実施するこ

とにより、高次脳機能障害者と失語症者につい

て年齢を問わない支援サービス提供・利用を容

易かつ有意義なものにする。 

以上に加えて、平成 24 年度までの高次脳機

能障害支援普及事業の運用を研究分担者の活

動により継続する。 

 

Ｂ．研究方法 

研究組織はすべてを統括する研究代表者と

全国を10に分割したブロックを統括する研究

分担者と一部の学識経験者から構成される。

ブロックは北海道、東北、関東甲信越、東京、

東海、北陸、近畿、中国、四国、九州沖縄か

ら構成される。ブロック統括となる研究分担

者は高次脳機能障害支援普及事業支援拠点等

全国連絡協議会の学識経験者委員から募った。

加えて特定の分野で専門家を研究分担者とし

て選定した。 

研究事業遂行にあたっては研究代表者が主

催する会議に研究分担者が参加し、討議に加

わることで、全国的に統一された事業遂行に

なることを図る。また、ブロックごとに行政

機関と連携したブロック会議を設置し、意見

交換の場にするとともにブロック内で必要な

協議ができるように、ブロック総括研究分担

者がこれを主導的に総理する。 

高次脳機能障害をもつ児童、生徒を就学さ

せるシステムの整備、失語症をもつ者への支

援、地域支援ネットワークのあり方に関する

研究にそれぞれまとめ役としての研究分担者

及び研究協力者を配置する。 

（倫理面への配慮） 

研究は必ず所属する施設の倫理委員会の承認

を経て実施される。 

本研究において得られた調査データは個人が

特定できないようにされたデータのみを使用

する。また、アンケート調査については、個人

調査が必要な時には調査対象者及び家族等か

ら、文書によるインフォームドコンセントを徹

底し、被験者または保護者・関係者が納得し自

発的な協力を得てから実施する。対象者の個人

情報等に係るプライバシーの保護ならびに如

何なる不利益も受けないように十分に配慮す

る。結果の公表については対象者及び保護者・

関係者から、文書にてインフォームドコンセン

トを徹底し、承諾を得る。また、個人が特定で

きないように格別の注意を払う。加えてコンピ

ューター犯罪のリスクを完全に防御されるよ

う最大限の努力をする。 

 

Ｃ．研究結果 

１）研究代表者と研究分担者は、全国高次脳機

能障害支援拠点センターである国立障害者リ

ハビリテーションセンターと、北海道、東北、

関東甲信越、東京、東海、北陸、近畿、中国、

四国、九州・沖縄の全国 10 地域のブロックを

代表する支援拠点機関と連携して、都道府県に

支援拠点機関設置を促し、全都道府県に合計

100 か所の設置を見た（別添 1）。また支援拠点

機関を中心にした都道府県ごとの支援ネット

ワーク構築と運用について指導・助言に当たっ

た。 

 

２）自治体の指名により支援拠点機関に配置さ

れ、各自治体で人的ネットワークの中心的存在

となる支援コーディネーターは実人数で合計



297 名となった。1 人の支援コーディネーター

が複数の資格を有する場合があり、のべ人数

（資格者数）は 367 名であった。その職種は保

健師 102 名、社会福祉士 80 名、精神保健福祉

士 42 名、作業療法士 30 名、介護支援専門員 25

名、相談支援専門員 19 名、心理職 18 名、社会

福祉主事 17 名、ケースワーカー14 名、介護福

祉士 12 名、医師・言語聴覚士各 8 名が主だっ

たところで、他に当事者家族、行政担当者、生

活支援員、理学療法士などの多岐にわたった

（別添 2）。 

全支援拠点機関における相談支援件数（のべ

件数）は、直接相談（本人または家族等による

相談）45,423 件（前年比 2,395 件増）、間接相

談（相談を持ち掛けられた機関からの照会）

31,354 件（前年比 2,371 件増）、合計 76,777 件

（前年比 4,766 件増）だった（別添 3）。 

都道府県において支援拠点機関が主催した連

絡会・協議会は全部で 477 回（前年比 19 回増）

に上り、参加者数は 6,640 名（前年比 595 名増）

となった。研修会・講習会は全部で 284（前年比

9 回増）、参加者数は 19,113 名（前年比減）とな

った。ケース会議実施自治体は 44（前年と同じ）、

勉強会・研究会実施自治体は 28（前年比 4 増）、

家族会・交流会実施自治体は 27（前年比 4増）だ

った（別添 4）。 

また支援拠点機関が協力した連絡会・協議会は

全部で 669 回（前年比 179 回増）に上り、研修会・

講習会は全部で 522 回（前年比 62 回増）だった。

ケース会議は 41 自治体（前年比 2 増）で、勉強

会・研究会は 27 自治体（前年比 6 増）で、家族

会・交流会は 36 自治体（前年と同じ）で協力し

た（別添 5）。 

支援拠点機関の活動内容として、冊子・リーフ

レット等を作成した自治体は 47 都道府県、ウェ

ブサイトを持つ自治体は 47、実態調査を実施した

自治体は 22、機関マップ作成・施設調査を実施し

た自治体は 20、著述・報告をした自治体は 23、

専門外来等を持つ機関は 45、入院・リハビリテー

ションを実施している機関は 55 に上った（別添

6）。 

自治体における高次脳機能障害相談支援体制

連携調整委員会については、42 都道府県に設置さ

れ、概ね年に 1～2 回開催していた。委員は各地

域の実情に合わせて複数分野で構成され、最大規

模で 50 名を超える委員会もあった。そのうち、

教育関係者を含む自治体は 17 であった（別添 7）。 

 

３）福祉研修会 

福祉関係者のための高次脳機能障害研修会を

試験的に開催した。日中活動支援の場として想定

される就労継続支援事業所や地域活動支援セン

ター等の職員 72 名が参加し、福祉の現場におけ

る高次脳機能障害の理解促進を図った。 

 

４）小児期受傷・発症の高次脳機能障害児者の支

援実態調査については、今橋久美子・太田令子の

分担研究報告書を、失語症者の福祉サービス利用

実態調査の研究結果については種村純の分担研

究報告書を参照されたい。 

 

Ｄ．考察 

支援拠点機関業務は相談件数で代表されるよ

うに増加していた。増加の程度は昨年度より低下

しているものの、潜在障害者が相談に訪れるよう

になれば再び増加の程度が上昇する可能性はあ

る。 

高次脳機能障害者の日中活動支援については

通所･入所施設の職員を対象に継続的に普及啓発

を行うことが必要と考えられる。 

 

Ｅ．結論 

全国の支援拠点機関の活動はこれまでの中で

最も活発であり、高次脳機能障害支援普及事業は

当該年度の目標を達成したと言い得る。 

一般就労レベルより支援ニーズの多い高次脳

機能障害者の日中活動及び福祉就労を支援する

ためには、引き続き受け入れ施設の職員への理解

を深める必要がある。 

 
Ｆ．健康危険情報 

特になし 



 

Ｇ．研究発表 

１．原著論文 

巻末一覧参照 

２．総説 

巻末一覧参照 

３．著作 

巻末一覧参照 

４．講演 

1.中島八十一 高次脳機能障害支援普及事業－

連続したケアを目指して－ 高次脳機能障害支

援事業関係職員研修会 2013.6.26 所沢 

2.中島八十一 高次脳機能障害の医学的診断・治

療と福祉の利用 多摩高次脳機能障害研究会第

13 回講演会 2013.7.5 国分寺 

3.中島八十一 高次脳機能障害及びその関連障

害に対する支援普及事業 

平成 25 年度事業運営方針 高次脳機能障害及び

その関連障害に対する支援普及事業九州・沖縄ブ

ロック合同会議 2013.7.26 福岡 

4.中島八十一 高次脳機能障害及びその関連障

害に対する支援普及事業 

平成 25 年度事業運営方針 高次脳機能障害及び

その関連障害に対する支援普及事業関東甲信

越・東京ブロック合同会議 2013.8.1 大宮 

5.中島八十一 高次脳機能障害者を取り巻く現

状－連続したケアを目指して－ 作業療法士研

修会 2013.10.25 所沢 

6.中島八十一 高次脳機能障害とその関連障害

に対する支援普及事業の動向と今後の展望 高

次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普

及事業東北ブロック会議 2013.10.27 盛岡 

7.中島八十一 高次脳機能障害の医学的診断・治

療と福祉の利用－専門職の方々と当事者・ご家族

に向けて－ 佐賀県平成 25 年度第 1 回高次脳機

能障害リハビリテーション講習会 2013.11.22 

佐賀 

8.中島八十一 高次脳機能障害の医学的・福祉的

施策の展望 第6回しまね高次脳機能障害研究会 

2013.12.8 出雲 

9.中島八十一 高次脳機能障害-全国の動向及び

今後の展望について 秋田県高次脳機能障害講

演会 2013.12.15 秋田 

10.中島八十一 高次脳機能障害の医学的診断・

治療・リハビリテーション 埼玉県平成 25 年度

第2回高次脳機能障害に関する医療関係者向け専

門研修会 2014.2.10 大宮 

11.中島八十一 頭部外傷後の高次脳機能障害：

診断、治療と福祉 頭部外傷後の高次脳機能障

害：診断、治療と福祉 第 37 回日本神経外傷学

会 2014.3.8 東京 

12.中島八十一 TMS 誘発脳波による高次脳機能

障害の診断 第 31 回 Neuroscience Seminar 

Tokoshima 2014.3.10 

13.深津玲子, 高次脳機能障害の今：支援および

研究の動向 第 7回日本作業療法研究学 

会・学術大会, 広島, 2013, 2013-10-6 
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